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�会計基準等�
税効果

ASBJ　子会社投資に係る税効果の取扱
い等見直しへ 3267（7 / 4）

ASBJ　税効果“実務指針”の移管に着
手 3271（8 / 1）

ASBJ　税効果の適用，税率以外も「成
立日基準」で 3273（8/22）

ASBJ　法人税等会計基準を先行して公
表へ 3279（10/3）

ASBJ　税効果の分類１の取扱い見直し
も 3281（10/17）

ASBJ　法人税等会計基準，近く公開草
案公表へ 3283（10/31）

ASBJ　法人税等会計基準（案）を公表
 3285（11/14）

ASBJ　未実現損益の税効果上の取扱い
議論 3287（11/28）

ASBJ　税効果の開示の検討に着手
 3291（12/26）

収益認識

ASBJ　収益認識基準の審議再開 3267（7 / 4）

ASBJ　IFRS15号と日本版イメージの比
較で課題抽出 3269（7/18）

経財ニュース・トピックス
ASBJ　収益審議は最重要論点「認識時

点」へ 3272（8 / 8）

ASBJ　収益認識　共有イメージの模索
継続 3274（8/29）

ASBJ　今後の進め方などで事務局提案
 3278（9/26）

ASBJ　収益認識基準，来年６月までに
公開草案公表へ 3280（10/10）

ASBJ　収益認識など５項目で計画更新
 3280（10/10）

マイナス金利

ASBJ　マイナス金利は状況見ながら対
応 3269（7/18）

ASBJ　29年３月期見据えてマイナス金
利対応を審議 3287（11/28）

ASBJ　マイナス金利で実務対応報告案
を検討 3289（12/12）

リスク分担型企業年金

リスク分担型企業年金に係る会計処理の
審議再開 3275（9 / 5）

ASBJ　リスク分担型企業年金に関する
実務対応報告等を議決 3289（12/12）

ASBJ　リスク分担型企業年金に関する
実務対応報告等を公表 3291（12/26）

総合索引
28 No.3267 ～3291

７月～ 12月

年
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有償新株予約権

ASBJ　有償新株予約権，ストック・オ
プション基準の適用範囲に 3274（8/29）

有償新株予約権の会計処理，明確化へ議
論進む 3279（10/3）

その他

FASF　ASBJの中期運営方針を審議 
 3268（7/11）

ASBJ　IFRS財団定款修正案への対応を
審議 3275（9 / 5）

ASBJ　「概念FW」測定でEFRAG見解
への支持も 3276（9/12）

FASF　新規テーマに「仮想通貨の会計
処理」 3286（11/21）

ASBJ　保険契約専門委，IASBの検討状
況確認 3288（12/5）

ASBJ　公共施設等運営事業で実務対応
報告案公表 3291（12/26）

�国際会計基準（IFRS）等�
IFRS任意適用

ASBJ　IFRS適用の子会社，連結手続で
修正要する項目を追加へ 3277（9/19）

ASBJ　IFRSのエンドースメント手続に
関する検討進む 3283（10/31）

ASBJ　IFRS適用の国内子会社等にも18
号適用へ 3285（11/14）

ASBJ　18号改正，IFRS適用の国内子会
社等も対象に 3291（12/26）

修正国際基準（JMIS）

ASBJ　修正国際基準を改正 3271（8 / 1）

�監査・レビュー�
金融庁

金融庁　監査法人のガバナンス・コード
策定へ 3270（7/25）

会計審・会計部会　監査法人がIFRS監
査担う人材育成の状況報告 3271（8 / 1）

金融庁検討会　監査法人の“風通しの良
さ”が重要 3277（9/19）

金融庁　監査法人のマネジメントの論点
を議論 3280（10/10）

金融庁　平成28事務年度の金融行政方
針公表 3283（10/31）

金融庁　監査法人ガバナンス・コードの
枠組み議論 3288（12/5）

金融庁　「監査法人のガバナンス・コー
ド」原案示す 3289（12/12）

金融庁　監査法人のガバナンス・コード
案公表 3291（12/26）

JICPA

監査事務所の75％に「見積りの監査」
で改善勧告 3267（7 / 4）

平成28年版の監査提言集を公表 3268（7/11）

非営利法人への公認会計士監査導入で会
長声明 3282（10/24）

CPAAOB

大手監査法人への検査の実効性向上が課
題 3268（7/11）

監査事務所等モニタリング基本計画打ち
出す 3270（7/25）

監査事務所検査結果事例集を改訂 3272（8 / 8）
28年会計士試験，前年比5.4％増の1,108

人合格 3286（11/21）

監査役協会

監査役協　不正を見逃さない監査上の留
意点示す 3281（10/17）

監査役等・内部監査部門・会計監査人の
連携を調査 3288（12/5）
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�ディスクロージャー�
金商法開示

金融庁　IFRSに基づく四半期連結財表
開示例 3269（7/18）

金融庁・金融審　フェア・ディスクロー
ジャー・ルールの導入を検討 3283（10/31）

金融庁　短信記載の「経営方針」は有報
へ 3285（11/14）

金融庁　リスク分担型企業年金導入で財
規等を改正へ 3285（11/14）

金融庁　フェア・ディスクロージャー・
ルールとりまとめ 3290（12/19）

取引所開示

28年３月期決算発表の平均所要日数は
39.4日 3267（7 / 4）

「会計基準選択の考え方」，２年目で 
IFRS適用の記載も 3270（7/25）

東証　「会計基準選択の考え方」，IFRS
適用は141社に 3271（8 / 1）

決算短信・四半期決算短信，様式の強制
とりやめへ 3284（11/7）

「短信様式自由化」で開示後退に懸念 
 3288（12/5）

その他

アナリスト協　ディスクロージャーの向
上傾向が継続 3281（10/17）

週間「適時開示」ニュース

（6/21〜6/27） 3267（7 / 4）

（6/28〜7/4） 3268（7/11）

（7/5〜7/11） 3269（7/18）

（7/12〜7/18） 3270（7/25）

（7/19〜7/25） 3271（8 / 1）

（7/26〜8/1） 3272（8 / 8）

（8/2〜8/8） 3273（8/22）

（8/9〜8/22） 3274（8/29）

（8/23〜8/29） 3275（9 / 5）

（8/30〜9/5） 3276（9/12）

（9/6〜9/12） 3277（9/19）

（9/13〜9/19） 3278（9/26）

（9/20〜9/26） 3279（10/3）

（9/27〜10/3） 3280（10/10）

（10/4〜10/10） 3281（10/17）

（10/11〜10/17） 3282（10/24）

（10/18〜10/24） 3283（10/31）

（10/25〜10/31） 3284（11/7）

（11/1〜11/7） 3285（11/14）

（11/8〜11/14） 3286（11/21）

（11/15〜11/21） 3287（11/28）

（11/22〜11/28） 3288（12/5）

（11/29〜12/5） 3289（12/12）

（12/6〜12/12） 3290（12/19）

（12/13〜12/19） 3291（12/26）

�コーポレートガバナンス�
譲渡制限付株式導入促進で開示府令改正

へ 3267（7 / 4）

経産省　コーポレート・ガバナンス・シ
ステム研究会を発足 3268（7/11）

金融庁　特定譲渡制限付株式導入促進で
開示府令改正 3274（8/29）

経産省　総会期日の柔軟化に向け申告期
限の見直しを要望 3277（9/19）

全ての原則を実施した会社が２割超に 
 3278（9/26）

CGコード会議　個別の議決権行使結果
の開示に賛否 3279（10/3）

金融庁・東証　個別の議決権行使結果の
開示要請などを取りまとめ 3285（11/14）

議決権行使結果の公表の充実等を機関投
資家に提言 3289（12/12）
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�企業動向（会計処理の変更事例等）�
本誌調査

2016年上半期のIPOは42社 3272（8 / 8）

開示すべき重要な不備，27年４月期〜 
28年２月期に19社 3273（8/22）

IFRS適用企業における15号の適用予定 
 3273（8/22）

改正結合基準，適用初年度の遡及適用は
少数 3276（9/12）

「負ののれん発生益」の計上事例 3276（9/12）

監査等委員会設置会社への移行進む背景
は？ 3278（9/26）

開示すべき重要な不備，28年３月期は
22社 3282（10/24）

会計方針の変更　28年３月期は 
100社・107件 3283（10/31）

見積りの変更　28年３月期は172社・
183件 3284（11/7）

マイナス金利の記載７社，ゼロ止め31
社 3286（11/21）

29年３月期１Qの定額法への変更は69
社 3289（12/12）

「低濃度・微量PCB」の会計処理実務 
 3290（12/19）

＜資料編＞低濃度・微量PCBの会計処
理に関する開示事例 3290（12/19）

課徴金・不適切会計等

証券監視委　課徴金納付命令勧告は約
78億円 3267（7 / 4）

開示規制違反の課徴金，27年度は６件 
 3275（9 / 5）

その他

JPX日経400　日本航空など34銘柄を追
加 3274（8/29）

週刊M&Aニュース

（6/18〜6/24） 3267（7 / 4）

（6/25〜7/1） 3268（7/11）

（7/2〜7/8） 3269（7/18）

（7/9〜7/15） 3270（7/25）

（7/16〜7/22） 3271（8 / 1）

（7/23〜7/29） 3272（8 / 8）

（7/30〜8/5） 3273（8/22）

（8/6〜8/19） 3274（8/29）

（8/20〜8/26） 3275（9 / 5）

（8/27〜9/2） 3276（9/12）

（9/3〜9/9） 3277（9/19）

（9/10〜9/16） 3278（9/26）

（9/17〜9/23） 3279（10/3）

（9/24〜9/30） 3280（10/10）

（10/1〜10/7） 3281（10/17）

（10/8〜10/14） 3282（10/24）

（10/15〜10/21） 3283（10/31）

（10/22〜10/28） 3284（11/7）

（10/29〜11/4） 3285（11/14）

（11/5〜11/11） 3286（11/21）

（11/12〜11/18） 3287（11/28）

（11/19〜11/25） 3288（12/5）

（11/26〜12/2） 3289（12/12）

（12/3〜12/9） 3290（12/19）

（12/10〜12/16） 3291（12/26）

�学会・セミナー・その他�
会計サミット　企業と監査人はローテー

ションに反対 3270（7/25）

JICPA　関根愛子新会長が所信表明 
 3271（8 / 1）

国際会計研究学会　第33回研究大会を
開催 3275（9 / 5）

研究対象はグローバルからグローカルへ 
 3277（9/19）



25

週刊　 （第三種郵便物認可）28．12．26　 No. 3291

わが国における「監査規制のあり方」を
議論 3278（9/26）

JICPA　復興支援などテーマに研究大会
開催 3279（10/3）

国税庁　27年民間企業平均給与は420
万円 3279（10/3）

日本内部統制研究学会　第９回年次大会
開催 3280（10/10）

日本監査研究学会　会計監査の信頼性確
保に向け議論 3282（10/24）

藤沼塾開講　エリート会計士の育成へ 
 3282（10/24）

ASBJ　設立15周年記念シンポジウムを
開催 3288（12/5）

東証新指数「JPX日経中小型株指数」 
始動 3291（12/26）

�税務�
東京都　29年度事業税率に係る条例公

布 3267（7 / 4）

JICPA　平成29年度税制改正へ提言 
 3272（8 / 8）

消費増税延期で地方法人特別税廃止も延
期に 3273（8/22）

JICPA　スキャナ保存要件緩和への対応
案公表 3280（10/10）

東京都　金融の活性化に向け実効税率引
下げも 3286（11/21）

消費税率引上げ延期の改正法が成立 
 3287（11/28）

29年度税制改正大綱　法人税申告期限
を延長 3290（12/19）

�インタビュー・対談・座談会等�
国税庁新長官　迫田英典氏にインタ

ビュー 3269（7/18）

東京国税局　岡田新局長にインタビュー 
 3276（9/12）

関東信越国税局　橋本元秀新局長インタ
ビュー 3281（10/17）
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ミニファイル
�税効果会計�
役員退職慰労引当金 3269（7/18）

子会社株式の減損と税効果 3277（9/19）

特別償却と税効果 3279（10/3）

子会社投資に係る税効果 3281（10/17）

ストック・オプションの税効果 3283（10/31）

タックス・プランニングの実現可能性
 3285（11/14）

未実現損益の消去と税効果 3287（11/28）

消費増税延期と連結納税 3288（12/5）

税効果会計の開示事項 3291（12/26）

�収益認識�
製品保証 3268（7/11）

消化仕入と返品条件付販売 3270（7/25）

アプリ内課金の収益認識 3271（8 / 1）

変動対価 3273（8/22）

IFRS15号とポイント制度 3273（8/22）

�その他会計・開示�
有報の四半期情報注記 3267（7 / 4）

在外子会社ののれんと経過措置 3270（7/25）

社債発行費等の会計処理 3271（8 / 1）

土地再評価差額金 3272（8 / 8）

適用後レビュー 3274（8/29）

第三者割当の場合の特記事項 3274（8/29）

時価発行新株予約権信託 3275（9 / 5）

ソフトウェア区分とゲームアプリ 3275（9 / 5）
フェア・ディスクロージャー・ルール

 3276（9/12）

無償取得事由 3282（10/24）

資産除去債務の簡便処理 3285（11/14）

MD&A 3287（11/28）

マイナス金利と資産除去債務 3289（12/12）

�国際会計基準（IFRS）�
子会社のIFRS適用 3272（8 / 8）

PHアプローチ 3276（9/12）

IFRSへの移行方法 3279（10/3）

適用初年度の調整表 3280（10/10）

顧客関連の無形資産 3284（11/7）

為替感応度 3286（11/21）

�退職給付会計�
リスク分担型企業年金とIFRS 3277（9/19）

年金資産の内訳開示 3278（9/26）

リスク分担型企業年金と推定的債務
 3219（12/26）

�会社法�
配当基準日と決算日 3268（7/11）

�取引所・株式�
指定替え基準 3267（7 / 4）

為替差損益の開示 3269（7/18）

監理銘柄と整理銘柄 3278（9/26）

上場市場変更 3280（10/10）

決算短信の記載事項 3284（11/7）

軽微基準 3286（11/21）

決算短信における定性的情報 3288（12/5）

MBO後の再上場 3289（12/12）
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解　説
�会計基準・会計実務等�
■厳選！現場からの緊急相談Ｑ＆Ａ

有限責任監査法人トーマツ
第29回　不動産のセール・アンド・リースバック取引① 3267（7 / 4）

佐瀬　剛

第30回　不動産のセール・アンド・リースバック取引② 3270（7/25）

佐瀬　剛

第31回　引当金計上に際しての会計上の留意点 3273（8/22）

河合　厚治

第32回　負ののれん 3276（9/12）

波多野　伸治

第33回　連結包括利益計算書と組替調整額 3279（10/3）

上坂　岳大

第34回　セグメント情報の開示 3282（10/24）

大屋敷　知子

第35回　将来に外貨建子会社株式を取得する予定取引のヘッジ会計 3285（11/14）

堀田　賢一

第36回　在外子会社に対する持分への投資に関する為替変動リスクに対するヘッジ会計
 3288（12/5）

和田　夢斗

第37回　金銭による株式配当金を受けた株主の会計処理 3291（12/26）

上田　恵嗣

■いまさらきけない会計基準等と実務のポイント
新日本有限責任監査法人

第６回　為替予約とヘッジ会計 3270（7/25）

木村　祥司

第７回　子会社株式とのれん 3277（9/19）

矢部　光識

第８回　欠損てん補の手続 3289（12/12）

角野　晃広

■シリーズ「学生と語る会計基準」　西川教授のポイントレッスン！
第11回　金融商品と公正価値 3268（7/11）

第12回　金融負債の測定と金融資産の減損 3277（9/19）
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第13回　金融商品の認識の中止 3280（10/10）

第14回　ヘッジ会計 3284（11/7）

第15回　外貨換算会計 3290（12/19）

慶應義塾大学　教授　西川　郁生

■グループ会計の論点シリーズ
No.5　パーチェス法から取得法へ（Ⅱ） 3268（7/11）

No.6　パーチェス法から取得法へ（Ⅲ） 3271（8 / 1）

No.7　のれんと無形資産（Ⅰ） 3277（9/19）

No.8　のれんと無形資産（Ⅱ） 3280（10/10）

No.9　のれんと無形資産（Ⅲ） 3281（10/17）

No.10（最終回）　グループ会計の論点シリーズの総括 3285（11/14）

フジタ国際会計コンサルティング（株）　代表　藤田　敬司

■連結キャッシュ・フロー計算書の作り方
第１回　キャッシュ・フロー計算書の基礎知識 3267（7 / 4）

第２回　間接法によるキャッシュ・フロー計算書の作成 3269（7/18）

第３回　営業活動によるキャッシュ・フロー（１） 3271（8 / 1）

第４回　営業活動によるキャッシュ・フロー（２） 3273（8/22）

第５回　投資活動によるキャッシュ・フロー 3275（9 / 5）

第６回　財務活動によるキャッシュ・フロー 3277（9/19）

第７回　現金及び現金同等物に係る換算差額 3279（10/3）

第８回　連結キャッシュ・フロー計算書の作成（１） 3281（10/17）

第９回　連結キャッシュ・フロー計算書の作成（２） 3283（10/31）

第10回　連結キャッシュ・フロー計算書の作成 3286（11/21）

第11回　総まとめ問題 3289（12/12）

第12回（最終回）　総まとめ問題（解答） 3290（12/19）

公認会計士　飯塚　幸子

■連結納税・税効果入門　連結法人税計算のしくみと税効果会計
第１回　連結納税制度とは 3288（12/5）

第２回　連結所得金額及び連結法人税等の算定 3289（12/12）

第３回　連結欠損金及び地方税の取扱いについて 3290（12/19）

小川哲也公認会計士・税理士事務所　代表　小川　哲也
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■リース取引の会計実務，税務実務とIFRS導入の影響
第14回（最終回）　IFRS 第16号の主要論点　下編その２ 3268（7/11）

有限責任監査法人トーマツ　井上　雅彦

■会計不正の構造
【file10】工事原価の付替 3282（10/24）

■先読み　会計・監査トレンド
Topic3　社会福祉法人監査の開始を控えて 3267（7 / 4）

公認会計士・税理士　佐久間　裕幸
Topic4　Data Analyticsで変わる監査 3284（11/7）

有限責任あずさ監査法人　次世代監査技術研究室長　小川　勤

■Ｍ＆Ａ物語
有限責任 あずさ監査法人　企業成長支援本部

第２回　プロジェクトチームの組成 3269（7/18）

栗栖　孝彰

第３回　ターゲットとの接触 3273（8/22）

栗栖　孝彰／小林　秀典
第４回　バリュエーション 3276（9/12）

栗栖　孝彰／佐藤　和充
第５回　買収スキーム 3280（10/10）

栗栖　孝彰／成田　孝行
第６回　デューデリジェンス 3285（11/14）

栗栖　孝彰／土屋　光輝
第７回　デューデリジェンスの着眼点と発見事項への対処 3289（12/12）

栗栖　孝彰／伏木　貞彦

・平成28年３月期における定額法変更実務 3278（9/26）

・平成28年３月期における決算日統一実務 3279（10/3）

宝印刷株式会社　コーポレートコンサルティング部　公認会計士　多田　聖美

■その他
・平成28年６月第１四半期決算における税効果会計に適用する税率の取扱い 3268（7/11）

新日本有限責任監査法人　吉田　剛
・企業会計とマイナス金利 3269（7/18）

早稲田大学　教授　辻山　栄子
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・資産除去債務と減価償却 3272（8 / 8）

駒澤大学　教授　石川　純治
・リスク分担型企業年金制度について 3278（9/26）

りそな銀行　りそな年金研究所　谷内　陽一
・内外で頻発する企業不正事件に，公認会計士は如何に対応すべきか 3287（11/28）

国際会計士倫理基準審議会（IESBA）ボードメンバー　公認会計士　加藤　厚
・実務対応報告第32号「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」に関する解説 3267（7 / 4）

企業会計基準委員会　副委員長　小賀坂　敦
　ディレクター　前田　啓

�国際会計基準（IAS/IFRS）関係�
■IFRSをめぐる動向

PwCあらた有限責任監査法人
第88回　IFRS第４号「保険契約」をともなうIFRS第９号「金融商品」の適用に関する審

議（2016年３月から５月の審議） 3269（7/18）

川端　稔

第89回「のれん及び減損」プロジェクトの検討状況のアップデート（2016年７月までの
審議状況） 3273（8/22）

小柳　千佳子

第90回　解釈指針案「法人所得税務処理に関する不確実性」とコメントレターの概要 
 3277（9/19）

井上　雅子

第91回　IASBにおける資本の特徴を有する金融商品に関する議論について 3283（10/31）

宮治　哲司

第92回　有形固定資産の試運転の収入およびコスト（IAS第16号の狭い範囲の修正） 
 3287（11/28）

富田　真史

第93回　収益認識移行リソースグループでの議論（11月の議論） 3291（12/26）

掛水　祐哉

■Ｑ＆Ａコーナー　気になる論点
(164)　特定譲渡制限付株式の会計処理（２） 3268（7/11）

(165)　IFRS財団の資金調達 3270（7/25）

(166)　IASBにおける財務業績の議論（１） 3272（8 / 8）

(167)　IASBにおける財務業績の議論（２） 3273（8/22）

(168)　仮想通貨の会計処理（１） 3275（9 / 5）
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(169)　仮想通貨の会計処理（２） 3276（9/12）

(170)　FASBにおける財務業績の議論（１） 3278（9/26）

(171)　FASBにおける財務業績の議論（２） 3280（10/10）

(172）　IASBにおけるのれんの減損の議論 3282（10/24）

(173）　FASBにおける金融商品会計（１） 3284（11/7）

(174）　FASBにおける金融商品会計（２） 3286（11/21）

(175）　IASBの今後の作業計画（１） 3288（12/5）

(176）　IASBの今後の作業計画（２） 3290（12/19）

早稲田大学大学院　会計研究科教授　秋葉　賢一

�海外事情�
■海外会計トピックス

Brexitと今後の会計関連，服装のカジュアル化でメリットあり，その他 3267（7 / 4）

企業の誇大業績発表額1,640億ドル，英国の職業会計人の実態，その他 3268（7/11）

IRSがFacebookを訴追，金利操作実行者が懲役刑，その他 3269（7/18）

米国政府の連結財務諸表と監査結果，コスト・マネジメントを役立てよう，その他 3270（7/25）
会計の役割は終わった？，表計算ソフトの使用に注意，その他 3271（8 / 1）

情報漏洩の見えないコスト，フロリダがカード不正No.1，その他 3272（8 / 8）

今後のFASBの検討テーマ，クレジットカード特典の費用対効果，その他 3273（8/22）

まずい意思決定より予測ミスがまし，継続教育での新しい形態，その他 3274（8/29）

米国陸軍が数兆ドルの不正，経費不正精算の防止法，その他 3275（9 / 5）

「会計の役割は終わった」の書評，SEC内部通報の報奨金ランキング，その他 3276（9/12）

不正会計が減らない，粉飾決算容疑で元経営者告発される，その他 3277（9/19）

CFOとしてスキルを磨く，マリファナ売買と必要経費，その他 3278（9/26）

戦略計画が失敗する理由，監査人の独立性違反，その他 3279（10/3）

COSO不正リスク・マネジメント，CEOの報酬比率は想定以下，その他 3280（10/10）

10年経過したIFRSの評価，コールセンター不正，その他 3281（10/17）

クラウドと会計基準，IFRS財団とESMA（欧州証券市場監督局）の連携，その他 3282（10/24）

ストックオプションの弊害，第三者リスクの軽減策，その他 3283（10/31）

銀行の架空口座と監査，有能な人材引留める４つの秘訣，その他 3284（11/7）

IASB今後の５年計画，マドフの内部通報者が暴露したこと，その他 3285（11/14）

経理は手作業的発想からソフトウェア活用へ，内部監査の裏事情，その他 3286（11/21）

のれん減損額が増加，Ｍ＆Ａの難しいところ，その他 3287（11/28）

会計士の国別年収トップ７，有能なCFOになるには，その他 3288（12/5）

会計基準及び監査基準の国際化，PCAOBの今後，その他 3289（12/12）

会計基準国際化の動向，ベストな企業の贈答方針とは，その他 3290（12/19）
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CFOのリスクが高まっている，租税回避は公平性を破壊，その他 3291（12/26）

飯田公認会計士事務所　飯田　信夫

■世界の会計事務所から
第３回　マレーシア　「新会計基準のインパクトは税務・経営管理にも」 3267（7 / 4）

KPMG　マレーシア事務所エグゼクティブ・ディレクター　松木　豊
KPMG　マレーシア事務所マネージャー　松元　勝彦

第４回　タイ　「日系企業が適用する会計基準は？」 3272（8 / 8）

KPMG　タイ事務所パートナー　三浦　一郎
KPMG　タイ事務所アシスタントマネジャー　山田　知秀

KPMGジャパン　ASEAN事業室タイデスクシニアマネジャー　星谷　浩一
第５回　インドネシア　「決算早期化は一日にしてならず」 3276（9/12）

KPMGインドネシア事務所　マネジャー　西本　弘
第６回　フィリピン　「ドゥテルテ大統領が超法規的改革？フィリピンの税務・会計」 3281（10/17）

KPMGフィリピン事務所　矢野　隆
ディレクター　山本　陽之

KPMGジャパン　ASEAN事業室　フィリピンデスク　マネジャー　矢冨　健太朗
第７回　ベトナム　「なぜベトナム会計システムなのか？」 3286（11/21）

KPMGベトナム　ハノイ事務所　ディレクター　谷中　靖久
第８回　カンボジア　「後発開発途上国の憂鬱」 3290（12/19）

KPMGカンボジア事務所　マネジャー　田村　陽一

■その他
・Brexit（英国のEU離脱）にかかる現状と今後の影響 3271（8 / 1）

KPMG/あずさ監査法人　専務理事/Brexit EU対応専門チーム統轄責任者　三浦　洋
KPMG税理士法人　パートナー /Brexit EU対応専門チーム　神津　隆幸

KPMG税理士法人　シニアマネージャー /Brexit EU対応専門チーム　福田　隆
・日印社会保障協定について 3272（8 / 8）

KPMGインド　アソシエイト・ディレクター　公認会計士・米国公認会計士　宮下　準二
・インド税制GST（統一間接税）の導入 3277（9/19）

有限責任あずさ監査法人　公認会計士　宮下　準二
・本誌アンケート「中国子会社の見える化」について〜集計結果・解説 3274（8/29）

有限責任あずさ監査法人　Global Japanese Practice 中国事業室 
　シニアマネジャー　公認会計士　増田　進

シニアマネジャー　公認会計士，システム監査技術者，CISA　紫垣　昌利
・大世界史のなかのIFRS 3281（10/17）

駒澤大学　教授　石川　純治
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・インドにおける高額紙幣廃止‐ブラックマネー撲滅に向けて 3288（12/5）

KPMGインド　アソシエイト・ディレクター　公認会計士，米国公認会計士　宮下　準二
・IFRS基準開発の展望〜 2017年からの５年間〜 3290（12/19）

IFRS財団アジア・オセアニアオフィス　ディレクター　竹村　光広

�ディスクロージャー�
■臨時報告書の提出事由Ｑ＆Ａ～頻出事例と実務対応～

第１回　臨時報告書の一般事項など 3285（11/14）

第２回　「親会社又は特定子会社の異動」等 3286（11/21）

第３回（最終回）　「子会社取得の決定」，「臨時報告書の訂正報告書」等 3287（11/28）

株式会社プロネクサス　ディスクロージャー研究部　金商法グループ　茂木　梢

■その他
・平成28年６月第１四半期提出用　四半期報告書作成上の留意点 3268（7/11）

公益財団法人　財務会計基準機構　企画・開示室長　渡部　類
・課徴金事例集（不公正取引編・開示規制違反編）の公表について 3286（11/21）

証券取引等監視委員会事務局　取引調査課　課長補佐　森田　哲次
取引調査課国際取引等調査室　課長補佐　海野　昌司

開示検査課　課長補佐　御園　一

�監査�
・「監査事務所検査結果事例集」の公表について 3275（9 / 5）

公認会計士・監査審査会事務局　審査検査室長　梅本　慶治
・ガバナンス報告書に見る日経500銘柄のCGコード実施状況　― 適用２年目を迎えて ― 

 3276（9/12）

株式会社プロネクサス　ディスクロージャー研究部　籠島　淳矢
・会計監査の在り方に関するラウンド・テーブル報告記−我が国会計監査の信頼性確保に向

けた針路を探る 3284（11/7）

青山学院大学大学院　教授　八田　進二

�会社法�
■役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Ｑ＆Ａ

＜193＞　会社役員賠償責任保険の保険料全額会社負担の解禁 3269（7/18）

＜194＞　慰労金額の相当性 3274（8/29）

＜195＞　任期短縮に伴う現任取締役の損害賠償請求 3283（10/31）

＜196＞　取締役解任の正当な理由（１） 3291（12/26）

弁護士　小林　公明



34

週刊　 （第三種郵便物認可）28．12．26　 No. 3291

■その他
対話型株主総会プロセスの実現に向けた議論の動向 3274（8/29）

経済産業省　経済産業政策局　企業会計室　志村　泉

�コラム・書評等�
■ハーフタイム

会計にとって貨幣とは何か 3268（7/11）

お金をめぐるモラルの葛藤 3271（8 / 1）

日銀バランスシートにみる貨幣の信用性 3272（8 / 8）

英国をEUから離脱させた大衆の心理 3273（8/22）

財政規律の回復 3274（8/29）

二つの幸福論 3275（9 / 5）

正統か異端か 3276（9/12）

教養は役に立つか 3277（9/19）

AI時代の会計職 3278（9/26）

AI時代の働き方 3282（10/24）

GDP統計と無形資産 3284（11/7）

苦悩から歓喜へ：ベートーベンとミケランジェロの場合 3285（11/14）

監査法人と企業の関係 3286（11/21）

反グローバリズムで国内の諸制度はどう変わるか 3289（12/12）

マネーの進歩史からみた仮想通貨 3290（12/19）

「制度」としての会計ルール 3291（12/26）

■書評
・南 成人・中里 拓哉・高橋 和則著　『財務諸表監査の実務（第２版）』 3267（7 / 4）

公認会計士・監査審査会　前会長　千代田　邦夫
・高桑 幸一・加藤 裕則（編著）『監査役の覚悟』 3274（8/29）

弁護士　山口　利昭
・弥永 真生（編著）／松本 祥尚，森田 多恵子，柿崎 環，岩崎 俊彦，吉武 一，町田 祥弘（著）
『企業集団における内部統制』 3275（9 / 5）

プロティビティ LLC　会長・シニアマネージングディレクタ　神林　比洋雄
・金子 智朗著　『新・会計図解事典』 3282（10/24）

公認会計士　太田　達也
・西川 郁生（編著）／秋葉 賢一，長谷川 茂男，石川 博行，柳 良平（著） 
『企業価値向上のための財務会計リテラシー』 3288（12/5）

日本銀行　金融機構局考査役　考査運営課考査運営グループ長　鈴木　直行
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■学会記
・国際会計研究学会　第７回西日本部会大会記 3274（8/29）

広島修道大学商学部　准教授　政岡　孝宏
・アメリカ会計学会　100周年記念大会の報告 3275（9 / 5）

青山学院大学大学院　教授　八田　進二
　教授　橋本　尚

　教授　町田　祥弘
・アジア太平洋管理会計学会　2016年度大会を終えて 3291（12/26）

甲南大学　名誉教授　上埜　進

■その他
・税務研究会　代表就任のご挨拶 3267（7 / 4）

・2016年６月，税務研究会はIBFDとパートナーシップ契約を締結しました 3271（8 / 1）

・別冊「開示実例と傾向」の特徴と活用法 3289（12/12）

・別冊「開示実例と傾向」，好評引替中！ 3291（12/26）

�インタビュー・対談・座談会�
・日本公認会計士協会　関根 愛子新会長就任インタビュー 3275（9 / 5）

・証券取引等監視委員会　佐々木 清隆事務局長にきく 
「証券取引等監視委員会の取組みと今後の活動」 3278（9/26）
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参考資料
・「会計上の見積りの変更」平成27年４月期〜 28年２月期決算会社の記載事例 3271（8 / 1）

・「会計上の見積りの変更」（part.2）平成27年４月期〜 28年２月期決算会社の記載事例
 3272（8 / 8）

・「会計上の見積りの変更」（part.3）平成27年４月期〜 28年２月期決算会社の記載事例
 3274（8/29）

・開示すべき重要な不備　平成27年４月期〜 28年２月期決算会社の開示事例 3279（10/3）

・開示すべき重要な不備　平成28年３月期決算会社の開示事例（前編） 3282（10/24）

・開示すべき重要な不備　平成28年３月期決算会社の開示事例（後編） 3283（10/31）

・企業会計基準公開草案第59号　「法人税，住民税及び事業税等に関する会計基準（案）」
の公表 3286（11/21）

・【参考】本公開草案と監査保証実務指針第63号等の比較 3286（11/21）

・「監査法人の組織的な運営に関する原則」（監査法人のガバナンス・コード）（案）の策定
について 3291（12/26）

お詫びと訂正
No.3281（10/17）：週間「適時開示」ニュース（10/４〜 10/10） 3285（11/14）

No.3283（10/31）： 役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Q&A　
第195回　任期短縮に伴う現任取締役の損害賠償請求 3291（12/26）

No.3290（12/19）：法人税申告期限を延長へ 3291（12/26）

No.3290（12/19）： 連結キャッシュ・フロー計算書の作り方　
第12回（最終回）　総まとめ問題（解答） 3291（12/26）


